


（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 
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一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 
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独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 
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国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 
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独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 
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労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

 



事 務 連 絡 

令和２年６月１日 

 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

 国民健康保険主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その20） 

 

 

新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえ、臨時的な診療報酬の取扱い及び

施設基準に係る臨時的な対応等について別添のとおり取りまとめたので、その取扱いに遺漏

のないよう、貴管下の保険医療機関に対し周知徹底を図られたい。 

 

以上 

御中 



（別添） 

問１ 「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その２）」

（令和２年２月 28 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）において、新型コロナウイル

スの感染が拡大している間の臨時的対応として、慢性疾患等を有する定期受診患者等に

対して電話や情報通信機器を用いた診療を行った場合に、電話等再診料を算定可能とさ

れた。この場合において、A001 再診料に係る加算は算定可能か。 

（答） 

A001 再診料の注４から注７までに規定する加算又は注 11 に規定する加算については、

それぞれの要件を満たせば算定できる。なお、この取扱いは、令和２年２月 28 日から適

用される。 

 

問２ 「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その３）」

（令和２年３月２日厚生労働省保険局医療課事務連絡）において、新型コロナウイルス

の感染が拡大している間の臨時的対応として、慢性疾患等を有する定期受診患者等に対

して電話や情報通信機器を用いた診療を行った場合に、A002 外来診療料を算定可能と

された。この場合において、外来診療料に係る加算は算定可能か。 

（答） 

A002 外来診療料の注７から注９までに規定する加算については、それぞれの要件を満

たせば算定できる。なお、この取扱いは、令和２年３月２日から適用される。 

 

問３ 「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その 10）」

（令和２年４月 10 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）において、新型コロナウイル

スの感染が拡大し、医療機関の受診が困難になりつつあることに鑑みた時限的・特例的

対応として、初診から電話や情報通信機器を用いた診療を実施した場合に、A000 初診

料の注２に規定する 214 点を算定することとされた。この場合において、初診料に係る

加算は算定可能か。 

（答） 

A000 初診料の注６から注９までに規定する加算については、それぞれの要件を満たせ

ば算定できる。なお、この取扱いは、令和２年４月 10 日から適用される。 

 


